










（単位：円）

金　　　　　　　額

　Ⅰ．資産の部

１．流動資産

現金預金 25,459,290

ゆうぽーと保育園　小口現金 50,996

横浜銀行／普通預金

　鴨居駅前支店／1512469 25,334,222

ゆうちょ銀行

74,070

横浜銀行／定期預金

　鴨居駅前支店 2

事業未収金 18,917,540

横浜市／保育給付費　委託費 18,917,540

未収補助金 6,993,380

横浜市／保育給付費 2,853,370

横浜市／保育給付費　延長保育事業 199,010

横浜市／保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 3,941,000

51,370,210

２．固定資産

（1）基本財産

0

（2）その他の固定資産

1,624,170

852,383

937,214

268,000

ソフトウエア　　　　　　　　　　　　固定資産管理台帳参照 2

13,248,410

62,010,000

横浜銀行／普通預金

　鴨居駅前支店／1512469 12,000,000

横浜銀行／定期預金

　鴨居駅前支店 40,010,000

浜銀TT証券

　港北ニュータウン支店 10,000,000

78,940,179

130,310,389資産合計

構築物　　　　　　　　　　　　　 　固定資産管理台帳参照

器具及び備品　　　　　　　　　　固定資産管理台帳参照

権利　　　　　　　　　　　　　　　　社宅敷金

退職給付引当資産　  　　　　　横浜市社会福祉協議会　従事者共済会

保育所施設・設備整備積立資産

その他の固定資産合計

機械及び装置　　　　　　　　　　固定資産管理台帳参照

財　　産　　目　　録　

令和８年３月３１日現在

資　産　・　負　債　の　内　訳

ゆうぽーと保育園

基本財産合計

流動資産合計



金　　　　　　　額

　Ⅱ．負債の部

１．流動負債

事業未払金 940,776

年間バス代・運転代行・燃料費 315,461

ケーズファーム／食材 282,833

マツモトヤ／食材 105,888

魚儀／食材 103,384

OXストア／食材 29,738

エビヌマ 28,512

㈱町田予防衛生研究所／職員細菌検査 20,625

フレーベル館／保育材料 16,548

サンワールド／食材 15,897

北銀リース／通信運搬費 11,000

西横浜ひかりの国／保育材料 8,910

タマフレンド／保育材料 1,980

ジャクエツ／通信運搬費

職員預り金 1,608,918

健康保険料・厚生年金 1,315,390

　 源泉所得税 13,728

住民税 279,800

賞与引当金 3,450,688

6,000,382

２．固定負債

退職給付引当金 13,248,410

13,248,410

19,248,792

111,061,597

資　産　・　負　債　の　内　訳

負債合計

差引純資産

流動負債合計

固定負債合計



　　　取崩しを行った。

　　・該当なし

６．会計基準第3章4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　・国庫補助金等により取得した資産の減価償却に対応するため、国庫補助金等特別積立金202,055円の

　　　　尚、拠点区分におけるサービス区分は設定していない。
　　　　ゆうぽーと保育園拠点財務諸表（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式） 　

５．基本財産の増減の内容及び金額

計算書類に対する注記（ゆうぽーと保育園拠点区分用）

（３）引当金の計上基準 

                                                                             

　　・退職給付引当金

                                                                     

　　・定額法 

                                                                 

１．重要な会計方針

（１）社会福祉法人会計基準を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法 

　　　　期末在籍者の退職金の支給に備える為、社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会従事者共済会　　　　　　　

　　　　の主宰する退職共済制度に加入しており、掛け金として支出した累計額と同額を引当金に

　　　　計上している。

　　・賞与引当金

　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

　　・当拠点区分において、作成する財務諸表は、以下のとおりになっている。                        

３．採用する退職給付制度

  　　・全常勤職員について、横浜市社会福祉協議会従事者共済会の主宰する退職共済制度に加入している
    

（５）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　・引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

２．重要な会計方針の変更

　　・該当なし

（４）消費税等の会計処理

　　・消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

0 0 0

3,335,624 1,711,454 1,624,170

1,143,780 291,397 852,383

9,240,414 8,303,200 937,214

1,189,000 1,188,998 2

14,908,818 11,495,049 3,413,769

14,908,818 11,495,049 3,413,769

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

18,917,540 0 18,917,540

6,993,380 0 6,993,380
25,910,920 0 25,910,920

帳簿価額 時価 評価損益

10,000,000 10,000,000 0

10,000,000 10,000,000 0

    明らかにするために必要な事項

　　・該当なし

１１．重要な後発事象

　　・該当なし

合　　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　・該当なし

１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

小　　計

（単位：円）

事業未収金

未収補助金

保育所施設・設備積立資産

合　　計

基本財産

小　　計

その他の固定資産

構築物

ソフトウエア

機械及び装置

　　・債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

７．担保に供している資産

　　・該当なし                          

器具及び備品

　　・固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

合　　計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高





別紙３（⑨）

社会福祉法人名　貴静会

ゆうぽーと保育園拠点区分　

（単位：円）

目的使用

3,450,688

( ) ( )

1,400,200

( ) ( )

( ) ( )

4,850,888 0

( 0) ( 0)

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

0

計 17,339,192 5,490,982 16,699,098

賞与引当金 4,345,182 4,345,182 3,450,688

退職給付引当金 12,994,010 1,145,800 13,248,410

引当金明細書

（自）　令和   7年   4月    1日　　（至）　令和    8年  3 月   31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他



別紙３（⑫）

社会福祉法人名　貴静会

ゆうぽーと保育園拠点区分　

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

保育所施設・設備整備積立金 62,010,000 0 0 62,010,000保育所施設・設備整備積立資産に対応

計 62,010,000 0 0 62,010,000

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

保育所施設・設備整備積立資産 62,010,000 0 0 62,010,000保育所施設・設備整備積立金に対応

計 62,010,000 0 0 62,010,000

（注）

１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書

（自）　令和   7年   4月    1日　　（至）　令和    8年  3 月   31日


